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大洲市地域自治組織再編方針（案）地元説明会 

意見・要望等に係る対応・回答 
 

 

項目１ 新たな地域自治組織（組織の一元化） 

№ 意見・要望等の概要 対応（回答） 

１ 

【方針Ｐ２】 
現状の体制で問題なく運営できているの
に、なぜ、組織の一元化とコミュニティセ
ンター化をするのか。その目的は何か。 
今回の再編で国や県からの補助金など関
係しているものはあるのか。 

 
これまでの状況で申しますと、市町村合
併時点の平成 17 年１月末から令和５年
３月末までの 18年間の人口推移として、
約 52,300人から約 40,200人と約 12,100
人の減少で、このうち生産年齢人口(15～
64歳)が約 10,200人を占め、高齢化率は
26.8％から 37.6％と年々上昇傾向にあり

ます。 
将来的には、大洲市全体で令和２年に実
施した国勢調査時の 40,575 人が、40 年
後の令和 42 年には、16,189 人、約 60％
減少するとの推計値を愛媛県が昨年９月
に公表されています。 
このようなことで、現状の体制で上手く
活動ができていると言われる地域もあり
ますが、著しい人口減少や高齢化などの
将来を見据えて、持続可能な体制を整備
する必要があるため、人づくり・地域づく
りなどの共通の目的・目標を持つ、自治会

と公民館組織を統合・再編し、「新たな地
域自治組織」とするものです。このことに
より、組織のスリム化が図られ、これま
で、それぞれの組織で役員が必要だった
ものが削減できたり、兼務という体制が
なくなったりすることで、負担の軽減に
つながり、役員のなり手・担い手不足が解
消されることと併せて、地域が主体とな
ることで、コミュニティの醸成が図られ、
特に地震災害などの有事の際に最も必要
な共助、地域住民による助け合いや支え
合いなどの体制が強化されるものと考え
ています。 

また、これまで自治会で雇用されている
職員がいないことから、実質的に役員の
皆様はボランティアという形で負担が生
じているのが現状ですので、自治会の事
務局を担うセンター職員を配置すること
で、役員の皆様の負担が軽減できるもの
と考えています。 
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なぜ、任意の組織として一元化するのか
ということですが、平成 17年の市町村合

併時から「地域の自立を目指す」ことを目
的としていますので、自治会としての統
合・再編ということになるものです。 
なお、今回の組織再編に関して、国や県な
どの補助金や計画等は関係していませ
ん。 
 

２ 

【方針Ｐ２】 
組織再編までに統合する自治会は、統合
後の名称になるとあるが、統合に向けて
すでに動かれている自治会はあるのか。 
 

 
河辺地域の４つの自治会を統合・再編し、
令和６年４月１日に「河辺自治会」となる
予定です。 
（Ｒ５.９.28自治会統合合意） 
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項目２ 活動拠点施設（コミュニティセンター化） 

№ 意見・要望等の概要 対応（回答） 

１ 

【方針Ｐ３】 
公民館のコミュニティセンター化は、県
内市町が一斉に行うのか。大洲市が先行
してするのか。 
 

 
県内市町が一斉に移行をするものではな
く、各自治体での施策となります。県内で
は西予市が令和５年度から移行されてい
ますが、このような取組は、全国各地で広
がっている状況で、当市としても、より使
いやすい施設、そして、地域の自主的な地
域づくりの活動拠点となるよう公民館を
コミュニティセンターとするものです。 
 

２ 

【方針Ｐ４】 
１組織に１施設とのことだが、分館はど

のようになるのか。 

 
公民館の分館のように、コミュニティセ

ンターの分館として位置付けます。 
 

３ 

【方針Ｐ４】 
事務室がない施設、狭隘な施設があるた
め､早期に事務室の整備をお願いしたい
が､一部の部屋を改修するのではなく､増
築する方向でお願いしたい｡いつ頃に整
備ができるのか。 
 

 
事務室がない施設、狭隘な事務室につい
ては、令和５年度で設計・改修等を行いた
いと考えていますが、改修方法等によっ
ては、令和６年度中の完了となる場合が
ありますので、ご理解をお願いします。 
 

４ 

【方針Ｐ４】 
センター職員が安心して勤務できるよう
一日も早く旧小学校施設への移転をお願
いしたい。 

 

 
地域に耐震性のある閉校施設がある場合
は、その活用を検討しており、今後、施設
整備の方針により、自治会の皆様と協議

させていただきます。 
 

５ 

【方針Ｐ５】 
令和６年４月１日の一斉移行と同時に指
定管理に移行するのか｡ 
 

 
令和８年度までの３年間は市の直営で運
営する体制で､指定管理は令和９年度か
らの予定で考えています｡ 
なお､組織再編と同時に指定管理のモデ
ル事業を希望されることや､１～２年前
倒しで指定管理に移行することも可能で
す｡ 
 

６ 

【方針Ｐ５】 

センターの指定管理とは、市内の観光施
設等で導入されている指定管理のような
ことで考えられているのか。 
 

 

通常の指定管理は、公の施設を民間事業
者のノウハウを活かし、従来の自治体に
ないサービスの提供をするものですが、
指定管理者は民間事業者ではなく、自治
会を指定することで考えると負担が大き
いため、軽微な修繕や貸館といった業務
程度を考えております。光熱水費などの
経常的経費は市において対応する予定で
す。 
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７ 

【方針Ｐ５】 
指定管理の移行に関して、自治会で対応

できると考えているのか。 
 

 
指定管理に不安を感じるといった意見を

受け、移行３年間は指定管理の準備期間
として、市の直営で管理するもので、その
３年間の中で自治会運営等の流れを知っ
ていただきたいと考えていますが、その
状況により改めて４年目以降の方向性を
自治会の皆様と協議させていただきま
す。 
 

８ 

【方針Ｐ５】 
市でコミュニティセンターの看板を設置
されるが、愛称を併記していただくこと
は可能なのか。 

設置に当たっては事前協議をお願いした
いが、どのようなスケジュールで考えて
いるのか。 
 

 
愛称を希望される場合は、１枚の看板に
併記して設置します。 
設置に当たっては、既存の木製看板を再

利用するのか、新たな看板とするのかな
ど、自治会の意向を調査するほか、事前に
協議した上で設置させていただきます。 

９ 

【方針Ｐ５】 
コミュニティセンターの名称とするのは
なぜか。自治会運営であれば、自治会館な
どとすべきではないか。 
 

 
自治会や公民館の関係者の皆様から意見
を伺った上で、地域コミュニティの輪を
広げる施設として、コミュニティセンタ
ーの名称とするものですが、地域で親し
みやすく、分かりやすい愛称をつけてい
ただくことは可能です。 
 

10 

【方針Ｐ５】 

学級講座などで学習する上で情報検索が
必要であるため､Wi-Fiの整備をお願いし
たい｡ 

 

令和６年度中にインターネット回線のシ
ステムを更新する予定ですので、併せて、
整備の必要性を調査しながら、整備方針

を決定していきたいと考えています。 
 

11 

【方針Ｐ５】 
コミュニティセンターの防火管理者は、
センター長が担い、その年度に講習会を
受けていただくのか。 

 
組織再編後は、センター長もしくはセン
ター職員に講習を受けていただくことに
なりますが、手続き等の取りまとめは地
域自治担当課で対応します。 
 

11 

【方針Ｐ５】 

住民票等の発行業務は、組織再編になれ
ば廃止となることは決定なのか。 
 

 

直営の３年間は継続しますが、指定管理
に移行した場合は廃止となります。それ
に代わる方法として、即日交付はできま
せんが、センターでの申請・取次ぎができ
る方法、職員による宅配サービスの方法
のほか、郵便局への委託も含めて検討を
進めます。 
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12 

【方針Ｐ５】 
指定管理後の証明書等発行の新たなサー

ビスとしてコンビニ交付とあるが、コン
ビニが無い地域の交通弱者に対して、ど
のように考えているのか。郵便局で発行
できるようお願いしたい。 

 
デマンド型交通を週２日運行しています

ので、その利用をお願いしたいと考えて
います。 
また、郵便局への委託に関しては、どの程
度の費用を要するのかなどを今後、調査
した上で、検討してまいります。 
 

13 

【方針Ｐ５】 
開館時間以外の時間帯の施設利用の方法
として、開錠や施錠は利用する団体の長
が責任を持って行っていいのか。職員が
いないと鍵の貸し借りの便利が悪くなる
のではないか。 

 

 
平日の夜間、土日祝日など、開館時間以外
の時間帯は、施設の鍵は施錠した状態に
なりますので、これまでどおり利用者の
責任によって開錠・施錠していただくこ
とになります。ただ、スマートロック等の

導入となった場合でも利用責任は変わり
ませんが、鍵はデジタル化となりますの
で、不便さは解消できるものと考えてい
ます。 

 

14 

【方針Ｐ５】 
施設の開館時間は柔軟な設定が可能との
ことだが、土日を開館し、プラスされる
０．５人で対応することは可能なのか。 
 

 
例えば、土日の利用が多いようであれば、
開館することは問題ありませんが、現状
として利用が少なければ、実情に合わな
いことになりますので、平日の開館を基
本的な考え方として整理させていただき
たいと考えています。 
 

15 

【方針Ｐ５】 
開館時間は午前８時 30 分から午後５時
15分までが通常と理解していたが、半日

ということも可能なのか。 
 

 
施設の利用状況や窓口での対応が少ない
ということであれば、自治会の判断によ

り、開館時間を半日とすることは可能で
すが、その場合の職員の人数については、
改めて自治会の皆様と協議させていただ
きます。 
 

16 

【方針Ｐ５】 
貸館業務の中で営利等が可能とあるが、
具体的に説明いただきたい。また、専ら営
利を目的とする利用の制限とあるが、判

断基準を示していただきたい。 
 

 
営利等とは、有料講演会をはじめ、書道教
室や特産品販売など、利益を得る団体へ
の貸出が可能であることです。 

「専ら営利を」に関しては、判断し難いと
の問合せもありますので、センターで判
断ができるよう統一的な判断基準を自治
会ハンドブック等の中でお示ししたいと
考えています。 
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項目３ 協働による取組と組織体制 

№ 意見・要望等の概要 対応（回答） 

１ 

【方針Ｐ６】 
本来は、公平中立であるべき社会教育の
計画や運営主体を、監督行政から地域に
任せて担保できるのか。自治会の運営の
在り方によっては、政治的公正・中立性等
が大きく損なわれる懸念はなかったの
か。それに対して今後どのように配慮し、
対策を講じていくのか。 
 

 
国においても「一人一人がより豊かな人
生を送ることができる持続可能な社会づ
くりを進めるためには、住民自らが担い
手としてその運営に主体的に関わってい
くことがこれまで以上に重要である」と
示されており、今回の組織再編によって、
地区の実情やニーズに応じた取組が、住
民主体となって行うことが可能になるも
のと考えています。 
なお、社会教育が衰退することのないよ
う、そして、公平・中立な活動が行えるよ

う、市として一定基準を設けるとともに、
学級・講座の開設や運営等に関する相談
対応や講師紹介など、自治会の皆様と共
に生涯学習を推進していきます。 
 

２ 

【方針Ｐ６】 
協働とは、相互の自主性、そして主体性を
尊重し、対等な立場で連携し協力すると
いうことだが、地域の要望などを聞き入
れていただくことはあるのか。 
 

 
行政区や自治会からの要望は、地区要望
として提出していただき、担当課から回
答させていただいているように、引き続
き、協働の取組を進めています。 

３ 

【方針Ｐ６】 
組織再編により、役員数は削減できたと

しても、市からの依頼業務や地域行事を
削減しない限り、役員の負担が増える一
方であり、役員を避けようと、自治会加入
自体を拒む方が増えるなど、一層自治会
が疲弊し、活動の衰退が予想されるが、市
はある程度予測した上での判断なのか。
今後、そのような問題が生じた場合の手
立ては考えているのか。 
 

 
市の依頼業務は、廃止するもの、継続する

もの、今後廃止を検討するものなどに振
り分けるなど整理をしており、センター
職員や自治会の役員の皆様の負担となら
ないよう進めています。 
また、地域行事については、今回の組織再
編を機に取捨選択するなど地域にとって
無理のない体制の検討をお願いします。 
なお、自治会が疲弊し、活動が衰退しない
よう市として自治会の皆様と一緒に考
え、共に問題を解決していきます。 
 

４ 

【方針Ｐ７】 

組織が一元化することで、公民館事業に
加え、交付金の管理など自治会長の負担
が増え、なり手が確保できなくなるため、
自治会機能を精査していただきたい。 
 

 

組織体制を検討される中で、自治会で必
要な部会の設置をはじめ、既存事業の見
直しなど、地域にとって無理のない体制
となるようお願いします。 
また、これまでの公民館事業が地域の学
び事業として加わることで、会長の負担
が増えることから、各部会長との役割分
担、権限付与が必要であると考えており、
併せて手当相当額を増額しています。 
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項目４ 地域振興一括交付金 

№ 意見・要望等の概要 対応（回答） 

１ 

【方針Ｐ８】 
令和２年度に実施された 33 自治会役員
への聞き取りの調査結果、交付金算定基
礎の考え方は、全体の 75％に当たる 25自
治会が「現行のままでよい」あるいは「特
に意見なし」であったが、どのような理由
で今回の大幅な見直し案を作成されたの
か。 
 

 
調査の内容は、自治会活動補助金のうち
均等割に関する考えをお聞きした結果で
ありますが、人口減少や高齢化が進む中
で、住民１人当たりの補助金額の差が拡
大していることも大きな課題となってい
ます。今回の再編においては、持続可能な
組織運営を目指し、小規模自治会の統合
による交付金の特例措置を創設したこと
から、均等割を低減したものとなってお
り、規模の小さい自治会には厳しい見直
しとなっています。さらに自治会活動の

対象が区入り世帯を中心としているとい
う実態を踏まえ、区入り世帯割を追加す
ることで、活動実態に応じて持続可能な
自治会活動を行っていただけるよう検討
した結果です。 
 

２ 

【方針Ｐ８】 
常に大きい自治会に交付金が多く交付さ
れることはやむを得ないが、小さい自治
会は、小さいなりに努力をしており、平等
の中で地域振興を図る活動ができる基本
的な算定による交付をお願いしたい。 
また、自立した地域づくりは大切だと考

えており、昔からの伝統行事や地域行事
を今後も継続していきたいので、そのよ
うな活動が継続できるよう交付金の確保
をお願いしたい。 
 

 
解決すべき地域の課題は、自治会の規模
の大小には関係ないと認識しております
ので、人口の少ない自治会においても引
き続き、活発な活動ができる支援を行っ
てまいります。 

３ 

【方針Ｐ８・Ｐ９】 
地域活動の維持として、人口減少による
人手と活動費に対する対策はあるのか。 
 

 
自治会における活動の支援として、引き
続き、地域振興一括交付金を交付します
し、新たな事業の取組や既存事業の見直
しなどには、新たな補助制度が活用でき
ますので、ご検討をお願いします。 
 

４ 

【方針Ｐ８】 
役員のなり手不足は、会長等手当相当額
が少額であることが原因の一つであり、
最低でも３倍以上必要と考えるが、それ
ぞれの役員の詳細な設定金額をお示し願
いたい。 
 

 
地域によって業務量や役員数が異なりま
すので、少額ということであれば、自治会
の総額予算の中で、負担相当の手当額を
決定していただきたいと考えておりま
す。 
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５ 

【方針Ｐ８】 
区入り促進活動費加算 200 円（最大 300

円）は､世帯数なのか､区入りしていない
世帯のことなのか｡200円では活動の案内
程度しか使えないので､自治会の予算と
して､盆踊りとかで一括して使えないも
のか｡ 
 

 
区入り促進活動費加算は、区入りしてい

ない世帯が対象となります。 
区入り促進の方法としては､郵送や直接
訪問､どちらの方法でも構いません｡ 
単価は､チラシ印刷や郵送代等で計算し
たもので､盆踊りなどでの活用というこ
とは厳しいかもしれませんが､できるだ
け地域でやりやすい方法にさせていただ
きます｡ 
 

６ 

【方針Ｐ８】 
区入りする世帯が年々減少しているの
で、市としても区入りの促進を強力に進

めてもらいたい。また、住民の意識が重要
であるが、意識を高める具体策を考えて
いるのか。 
 

 
現在、転入・転居された方には窓口で区入
りのチラシを配布していますが、区入り

の意識を高めるようなチラシになってい
ないようでありますので、見直しを行っ
ていきます。 
また、区入りする際の会費が必要という

理由で区入りしないという問題がありま
したので、新たに区入りした世帯数に応
じて、自治会に交付金を加算して交付す
ることで、加入会費を取り止めた行政区
もあり、区入りしやすい環境に繋がって
います。 
なお、マンションやアパートの区入り問
題もありますので、管理会社との話し合
いなど、有効な方法などを協議した上で、

自治会の皆様と共に区入りの促進に努め
ていきます。 
 

７ 

【方針Ｐ８】 
地域の学び事業の基礎交付額 25 万円で
は、今、地域で実施している公民館活動が
できない。 
 

 
学級等の開催は､年間 15 回以上､30 時間
以上で､その経費として積算した結果､基
礎交付額 25 万円となっていますが､基準
以上に実施していただく場合には､上限
40万円までの実費精算で翌年度に加算交
付させていただきます｡ 
 

８ 

【方針Ｐ８】 

地域の学び事業の基礎交付額 25万円は、
実費精算であれば､減額という文字は必
要ないのではないか。 
 

 

「翌年度 25万円から減額」という表現に
ついては、「翌年度精算」に修正します。 
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９ 

【方針Ｐ８】 
学級開設に伴う一括交付金の対象となる

経費区分など分かりやすい基準を示して
いただきたい。また、教育委員会所管外の
健康寿命延伸に資する事業の実施が加え
られているが、新たな予算措置での事業
として追加される予定なのか。 
 

 
地域の学び事業に係る経費は、公民館が

実施している学級講座や社会体育、青少
年健全育成事業等に要するものであり、
市内外の講師を招く報償費、研修等に伴
うバス借上げ料、印刷製本費等を想定し
ています。 
また、健康寿命延伸に資する事業は、公民
館が学級講座等で積極的に実施している
健康講座や食育講座、体操教室等につい
て、組織再編後も引き続き取り入れてい
ただくようお願いするもので、新たな予
算措置を行うものではありません。今後、
取組の一定基準を設けてお示しすること

としています。 
 

10 

【方針Ｐ８】 
道路環境整備交付金が含まれるが、高齢

化が進む中で、果たして地区で草刈りを
続けていけるのか、交付金の増額も含め
て考えていただきたい。 
 

 
高齢化が著しく進む地域では、草刈りが

難しくなるというご意見を多く伺ってい
ますが、市道の草刈りなど日常管理につ
いては、引き続き、自治会にお願いしたい
と考えています。 
ただ、市が依頼しています全ての路線で
はなく、地区住民の皆様の通行に支障が
なければ、一部の路線だけで構いません。
引き続き、ご協力をお願いします。 
 

11 

【方針Ｐ９】 
新たな補助制度の申請手続きや審査等に
ついては、できる限り簡素化するなど、利

用しやすい制度として運用していただく
よう要望する。 
 

 
新たな補助制度の活用に当たっては、自
治会が活用しやすいよう、内部審査とす

ることに併せて、申請書類の簡素化等に
より、自治会の皆様の負担軽減に努めま
す。 
 

12 

【方針Ｐ９】 
公用車の購入で、新たな補助制度の活用
ができるとのことだが、どのくらいの補
助があるのか。 
 

 
現在のところ、自治会活動の備品整備に
係る補助として上限 20 万円程度で考え
ていますが、補助残については、例えば、
交付金を積立し、購入していただくこと

は可能です。 
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項目５ 職員体制の強化・支援 

№ 意見・要望等の概要 対応（回答） 

１ 

【方針Ｐ１０・Ｐ１１】 
地域の学び事業を自治会にお願いするの
に、基本の職員数に差があるのは如何な
ものか。再編と同時に他の自治会と同じ
基本の人数とすべきである。 
 

 
職員の配置人数については、これまでの
自治会事業と併せて、地域の学び事業を
自治会で一体的に取り組んでいただくこ
とになりますので、一定以上の施設利用
と基準以上の地域の学び事業の実施が見
込まれる場合において、通常開館（8:30～
17:15）とする時は、基本的な職員数  
２．５人（指定管理後３．０人）とするこ
とを可能とする方向とします。改めて関
係自治会に確認させていただいた上で、
人数を決定します。 

 

２ 

【方針Ｐ１０・Ｐ１１】 
センター長という役職は不要ではない
か。必ず設置しないといけないのか。例え
ば、自治会長がなるのか、これまでの公民
館長（分館長）がなるのか。 
 

 
直営の間のセンター長は、施設の管理責
任者として設置しますが、指定管理移行
後は、設置するか否かを指定管理者とな
る自治会で判断いただくことは可能で
す。例えば、自治会長が兼ねるほか、学級
講座などの地域の学び事業をこの施設を
中心に実施するのであれば、生涯学習部
会長が兼ねていただくことも可能です。 
 

３ 

【方針Ｐ１０・Ｐ１１】 
基準の職員数に満たない場合、残りの人

件費は地区に助成されるのか。また、指定
管理を移行３年目まで（前倒し）で受けた
場合、補助金アップはあるのか。それを職
員に対するインセンティブの原資とした
い。 
 

 
指定管理の前倒しによる職員に対するイ

ンセンティブは自治会の総額予算の中か
らご対応いただくことになります。直営
及び指定管理にかかわらず、職員数を基
準以下とされる場合、人件費相当額は配
置人数に応じた積算となりますが、活動
費に充当できる経費として、フルタイム
１人の削減があった場合は、50万円（パ
ートタイムの削減の場合は 25万円）を交
付金に加算して交付します。 
 

４ 

【方針Ｐ１０・Ｐ１１】 
会計年度任用職員の人事規程や採用規定

は市がマニュアルを作成し提示してもら
えるのか。 
 

 
会計年度任用職員の場合は、市の規定に

より年度ごとに評価を行った上で、再度
の雇用として手続きを行います。 
また、指定管理に移行した後の地域任用
職員に係る規定については、市において
就業規則等の雛形を作成し、提供させて
いただきます。 
 

 



- 11 - 

５ 

【方針Ｐ１０・Ｐ１１】 
組織再編後、自治会業務が増大するため、

２．５人を３人体制にしていただきたい。 
 

 
地域の学び事業として自治会に移行する

ことで自治会としての業務量は増えます
が、自治会業務と公民館業務全体として
は、これまでと同様の業務量です。場合に
よっては、組織のスリム化で会議等の案
内や資料作成などの業務量が削減される
ものと考えています。 
今回の再編を機に、事業の取捨選択など
事業全体の見直しにより、地域にとって
無理のない体制づくりをお願いします。 
 

６ 

【方針Ｐ１０・Ｐ１１】 
センター職員が不在となる場合、現在は

経験職員が派遣されているが、移行後は
どうなるのか。 
 

 
移行前と同様に、必要に応じて、市から職

員を派遣し対応します。 

７ 

【方針Ｐ１０・Ｐ１１】 
コミュニティセンターに移行した場合、
現在の会計年度任用職員とどのような違
いが出るのか、将来的な継続の保障があ
るのか。 
 

 
直営の間は、市の会計年度任用職員とし
ての身分ですので、給与や福利厚生など
は、現在の会計年度任用職員と同じです
が、指定管理に移行した場合は、自治会の
考えで就業規則のほか、雇用条件等を決
めていただくことになります。なお、市の
運用を準用していただければ、特に変わ
ることはありません。 
 

８ 

【方針Ｐ１０・Ｐ１１】 
自治会長がセンター長を兼ねる場合、市
の会計年度任用職員となるため、市に対

して発言できなくなるのではないか。 
 

 
センター長は、基本的には公の施設を管
理する責任者であり、公平・公正な許可行

為をお願いすることになりますが、地域
に関する要望などは地域の代表である自
治会長としての立場となりますので発言
できなくなることはありません。 
 

９ 

【方針Ｐ１０・Ｐ１１】 
地域の代表は自治会長であるが､センタ
ー長を置くことで､地域の代表者が２名
と誤解を招くので、組織を再編するので

あれば､自治会を強く生かすべきである。 
 

 
直営の間は、センター長を置くことにな
りますが、指定管理になれば、自治会の判
断で置かないということは問題ありませ

んので、再編方針の中の指定管理におけ
るセンター長は「施設管理責任者」に修正
します｡ 
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10 

【方針Ｐ１０・Ｐ１１】 
組織再編後の各部会事業の企画・運営は

部会主導で行うと解釈していたが、セン
ター職員が担うのであれば、今と変わら
ず、職員の負担が大きくなるが、部会員と
職員の双方で行うことができる方法を考
えていただきたい。 
 

 
本来のあるべき姿として、企画・運営は部

会員が担い、会議案内や資料作成、会計な
どの事務的な仕事をセンター職員が担う
ことを想定していますので、再編方針の
中の会計年度任用職員の業務のうち、括
弧書きの企画・運営等を「庶務等全般」に
修正します。 
 

11 

【方針Ｐ１０・Ｐ１１】 
組織再編は仕方ないが、組織再編後も、こ
れまでと同様に、住民サービスの相談が
できるのか、住民から相談があった場合
にどう対処すればいいのか、支所対応と

なるのかなど不安である。受け皿のよう
なものを構えていただきたい。 
 

 
地域自治担当課を設置し、ワンストップ
で対応できる相談窓口、また、職員による
巡回、相談等ができる体制を整えます。 
また、支所でも相談できる体制を整える

など、支所との連携を図ります。 
なお、市と自治会との協働による取組と
して、行政に繋ぐ窓口を自治会にお願い
することとしていますので、センター職

員を通じて、ご相談等いただければと考
えています。 
 

12 

【方針Ｐ１２】 
令和６年４月１日からの会計年度任用職
員は市が責任を持って配置するのか。も
し、職員の定数に満たない場合は市が責
任をもって確保するのか。また、センター
長やセンター職員の年齢制限はあるの

か。 
 

 
センター職員は市で募集を行いますが、
定数に足りない状況が生じる場合、他の
地区からの応募者を受け入れていただく
ことが可能であれば、その方を配置する
など、職員の確保に努めますので、事前に

自治会の皆様と相談をさせていただきま
す。 
また、センター長や分館長は、公募という

方法ではなく、地域からの推薦という形
とします。 
なお、募集に当たって、センター長やセン
ター職員の年齢制限はありません。 
 

13 

【方針Ｐ１２】 
会計年度任用職員の基本給が約 15 万円
程度では応募する人がいないので、20万
円程度まで上げていただきたい。 

センター職員３人の中で誰か１人を責任
者としなければ、業務がやりにくいので
はないか。また、その職員の給料を上げる
形でお願いしたい。 
 

 
会計年度任用職員の基本給は、事務職と
して初めて雇用される方は、この給料額
となりますが、再度の任用となれば、経験

加算により、年々上がっていきますし、現
在の会計年度任用職員が継続雇用となる
場合は、現在の給料額を保障したいと考
えています。 
また、例えば、センター職員がセンター長
を兼ねる場合は、役職加算ができる仕組
みとして、センター長の職種での基礎号
給とします。 
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14 

【方針Ｐ１２】 
センター長の選定方法と報酬の支払いは

どうなるのか。 
 

 
センター長は、現在の公民館長のように、

地域からの推薦とする方法で進めていま
す。報酬については、施設の統括管理責任
者としての業務や自治会への支援などの
業務でセンターに勤務された時間に応じ
てお支払いすることになります。 
 

15 

【方針Ｐ１２】 
センター長は非常勤であるが、責任のあ
る身分にしては報酬が低いのではない
か。 
 

 
センター長は公民館長のように生涯学習
を推進する立場ではなくなり、センター
の運営に係る事務を統括管理する責任者
となりますので、業務内容に相当する報
酬になるものと考えています。 

 

16 

【方針Ｐ１２】 
指定管理になった場合、職員の給料を自
治会の財源の中で増やすなど、ある程度
自由に対応できるのか。 
 

 
指定管理に移行すれば、自治会で支給額
を決定していただくことは可能ですが、
地域に説明ができる常識の範囲内での額
となるよう検討をお願いします。 
なお、自治会で増額された場合でも、交付
金として交付する人件費に増額はなく、
市の規則に基づく額となります。 
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項目６ 自治会に対する支援 

№ 意見・要望等の概要 対応（回答） 

１ 

【方針Ｐ１４】 
会計年度任用職員が不正を行った場合の
責任は市にあるのか、自治会にあるのか。 
自治会の数千万円の財産で問題が起きた
場合、手当 36万円程度の会長が責任を負
うことになれば、なり手がいなくなる。何
か決め手となるようなことを考えていた
だきたい。 
 

 
直営の間の責任は市にありますが、指定
管理に移行した後は自治会の責任となり
ます。地域自治担当課における定期的な
訪問や実地検査の実施のほか、会計シス
テムでの定期的な検査も行っていきます
が、自治会におかれても日常の指導をお
願いしたいと考えています。 
また、コンプライアンス研修なども実施
するなど、不正を未然に防止する体制を
強化していきます。 
 

２ 

【方針Ｐ１４】 
自治会に監事を置き、会計処理の監査を
行うのが一般的だが、これが今後どうな
るのか。実地検査の実施などと記載があ
るので、自治会で監事を選出するのかし
ないのかが分からない。 
 

 
地域で自治会の金銭を取扱う不安の声を
伺っていますので、基本は地元での監査
体制を整えていただいた上で、市として
も実地検査を実施するなど不正等を未然
に防止するための体制を提案させていた
だいたものです。 
 

３ 

【方針Ｐ１４】 
指定管理に移行すれば、職員の給与等は
自治会で支給することになるが、計算や
支給などの心配がある。自治会に対する
支援をどのように考えているのか。 

 

 
給与計算等の様式を作成し、直営の間に
自治会に提供させていただきます。指定
管理後も必要に応じて、市も一緒に給与
計算の確認作業をさせていただきます。 

 

４ 

【方針Ｐ１４】 
公用車をセンターに配置する考えはない
のか。 
 

 
公用車を配置する予定はありませんが、
引き続き、市の公用車を使用できるよう
調整しています。 
また、職員が業務のため、私用車を使用す
る場合は、市内旅費を支給します。 
なお、自治会で車両を購入又はリースし
ていただくことは可能です。購入の場合、
新たな補助制度の活用ができますし、リ
ースの場合は、交付金を充当していただ
くことは可能です。 

 

５ 

【方針Ｐ１４】 
スマートロックを導入した場合に、施設
利用者の電気の消し忘れや窓の閉め忘れ
などがあった場合、責任はセンター長に
あるのか。 
 

 
現在、実証実験を行っていますので、その
中で、防犯面も含めて導入できるものか
を検討していきます。 
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６ 

【方針Ｐ１４】 
デジタル化の検討は、具体的にどのよう

にされるのか。どのような仕組みなのか。
安全面や使いやすさの面は大丈夫なの
か。 
 

 
センターや体育館等の施設の利用に当た

って、今お持ちのスマートフォンやパソ
コンから予約申請し、許可された場合は、
申請アドレスに暗証番号の通知がありま
すので、施設の入口に暗証番号を入力す
れば、開錠できる仕組みです。申請や鍵の
受取・返却のためにセンターに出向く必
要がなくなるものとなります。 
なお、暗証番号は使用する日で、かつ使用
する時間のみ有効なものですが、使用中
における運用方法は、実証実験の結果も
踏まえて、自治会の皆様と協議させてい
ただきます。 

 

７ 

【方針Ｐ１５】 
行政連絡会議を午後６時 30 分頃から開
催しているが、組織再編後は、どの職員が

その業務に携わるのか。市からの資料に
ついて質問があった場合に説明できる者
がいるのか。また時間外の手当は支給さ
れるのか。 
 

 
行政連絡会議（区長会）は、自治会の事務
局を担うセンター職員が対応することに

なり、その時間に応じた時間外手当は支
給させていただきます。 
また、現在の公民館主事会のような定例
職員会を開催し、依頼又は配付をお願い
する資料の説明をさせていただきます。 
 

８ 

【方針Ｐ１５】 
センター職員は、今後、地域づくりの核と
なるので、研修を実施し、地域づくりに対

しての意識付けをお願いしたい。 
 

 
地域づくりの推進を担っていただく方の
育成のため定期的に研修を取り入れると

ともに、全国の取組事例などの情報を随
時提供していきます。 
 

９ 

【方針Ｐ１５】 
市政懇談会を４年に１回とするとのこと
だが､地域を取り巻く環境は刻々と変化
しており､地域の意見を聞くために､最低
でも２年に１回は開催していただきた
い｡ 
 

 
積極的又は受動的な自治会がある中での
方向性ですが､積極的な自治会における
対応として､「基本を２年に１回とする
が、自治会の意向により、それ以下での開
催とすることができる。」に修正します｡ 
 

10 

【方針Ｐ１５】 
市政懇談会で、自治会提案型による意見

交換とあるが、地域の温度差があるため、
意見が出にくい自治会へのサポート等は
考えているのか。 
 

 
テーマを検討していただく際には、必要

に応じて、市も一緒になって検討するな
ど、サポート等を行っていきます。 
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項目７ 避難所の運営 

№ 意見・要望等の概要 対応（回答） 

１ 

【方針Ｐ１６】 
避難所運営に従事した自治会関係者の手
当支給は翌年度の交付金で交付するとの
ことだが、職員と同様に、従事者に直接、
交付されるべきではないか。その従事の
範囲は、全体運営に関わる地域災害対策
本部の従事者も含まれると理解してよい
か。 
 

 
翌年度の交付金での交付では、手当支給
が遅延してしまうことや、市及び自治会
の年度内における会計事務処理等の関係
から直接従事者に支給します。 
また、手当の支給は、市指定の避難所での
運営に従事された方を対象とします。 
 

２ 

【方針Ｐ１６】 
各避難所の開設は、市から開設の指示を
受けることが前提となるが、大災害時に
おける地区指定避難所（各集会所）への従

事者も手当の対象としていただくよう要
望する。 
 

 
集会所等を避難所として開設する準備を
していただいている地区が数多くありま
すが、手当は市指定避難所への従事者に

支給することでご理解をお願いします。
ただ、市指定避難所では収容できない等
特別な事情があるため、地区指定避難所
で従事しなければならない場合において
は手当の支給を検討させていただきま
す。 
 

３ 

【方針Ｐ１６】 
避難所運営の手当支給は、昼も夜も同じ
金額だが、夜間の場合は、プラスアルファ
的な考えをお願いしたい。 
 

 
夜間従事者の手当増額については、今年
度末までには具体的な金額がお示しでき
るよう検討します。 

４ 

【方針Ｐ１６】 

災害等緊急の場合は、公民館や体育館等
は避難所となるが、その場合、地元で鍵を
開錠する必要があるが、スマートロック
を導入した場合、それは可能なのか。 
 

 

緊急事態の開閉は、自治会に固定の暗証
番号を付与することや管理者が合鍵を管
理されるなどで対応が可能と考えますの
で、具体的な方法を引き続き検討します。 

５ 

【方針Ｐ１７】 
洪水時に市が指定する避難所に行くこと
ができないので、近くの寺院等に避難す
ることになる。洪水時は「●●●に避難」
という看板を設置していただきたい。 
 

 
市内には、様々な状況により、集会所等を
避難所として開設する準備をしていただ
いている箇所が数多くあり、また、現在の
ところ用途ごとに表示した看板は設置し
ておりません。今後の検討課題とさせて
いただきます。 
 

６ 

【方針Ｐ１７】 
津波の避難所としては不適切な施設もあ
るが、災害別の避難所が分かる記述をす
べきではないか。 
 

 
適切な避難誘導の観点から、種別は設定
されるべきであると考えますが、災害の
規模によって、避難所として使用出来た
り、出来なかったりもすることから、一概
に明記することはかなり難しい課題であ
ります。今後、検討を進め、今年度末まで
には結果を報告します。 
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項目８ 社会体育施設等の管理 

№ 意見・要望等の概要 対応（回答） 

１ 

【方針Ｐ１８】 
指定管理に移行した場合、漁港施設のグ
ラウンドの管理料を指定管理料もしくは
一括交付金に含めていただきたい。 
 

 
市内の「ふれあい広場」の管理を自治会等
に委託していますので、それに合わせた
形での統一的な算定による対応を行って
いきます。 
また、これまで委託料として支出してい
たものを地域振興一括交付金に統合して
交付することとします。 
 

 

 

項目９ 各種地区組織機能の自治会移行検討 

№ 意見・要望等の概要 対応（回答） 

１ 

【方針Ｐ１８】 
地区人権教育協議会や地区青少年健全育
成協議会は、市として存続を要請はせず、
地域の判断で解散しても差し支えないの
か。解散であれば、自治会事業として必要
と判断した事業は、来年度の自治会事業
計画検討の中で協議したいが差し支えな
いか。 
 

 
市としては、引き続き、地区における人権
教育の推進をお願いしたいと考えていま
す。その推進体制として、それぞれの機能
を自治会に移行することで協議を進めて
いましたが、それぞれの教育が衰退する
恐れがあるなどのご意見を踏まえ、自治
会に機能を移行するか、現状の体制のま
まとするかは、地域の判断とする方向と
なったもので、地域の判断において、地区
組織を解散することは問題ありません。 
なお、必要な事業を自治会の事業計画に

反映していただくことは問題ありません
が、引き続き、取り組んでいただきたい事
業は、今後、一定基準を設け、お示しして
いきます。 
 

２ 

【方針Ｐ１８】 
人権に関する取組発表があるが、引き続
き、自治会に依頼があるのか。職員がいな
いので、地域では対応できないことを考
えていただきたい。 
 

 
人権啓発は継続して行っていく必要があ
り、研修への参加や発表の要請は、これま
でと同様にお願いしていく予定ですが、
組織再編後の状況によって支障を来たす
場合は、なるべく負担を減らす方法を検
討していきます。 

なお、市等の研修への参加を学級として
位置付けていただくことは可能と考えて
いますが、今後、一定基準を設け、お示し
していきます。 
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＜その他＞ 

№ 意見・要望等の概要 対応（回答） 

１ 

【方針Ｐ１９】 
今後、自治会が統合に向けて考える目安
とするために、人口や世帯数、高齢化率を
踏まえた一定基準を示していただきた
い。また、統合においては、漠然とした統
合とならないよう運営体制や予算配分等
の考え方も併せて行政で考えていただき
たい。 
 

 
自治会としては、役員の担い手やなり手
が確保できるほか、活動が継続できるこ
と、新たな活動に取り組めることなど、そ
のような状況であることが適正規模では
ないかと考えます。今後、更に人口減少や
高齢化が進む中で、自治会の皆様が統合
に向けて検討される際の目安となる基準
をお示しする方向で検討を進めていきま
す。 
 

２ 

 

人口の少ない地域の意向もきちんと汲ん
でいただきたい。質問事項を随時受付し
ていただき、理解が深まるような対応を
お願いしたい。 
 

 

今後、再編し活動していただきながら、改
善すべきことは改善していきます。 

３ 

 
高齢化が進む中で、行政区の統廃合を知
らない方が多い。広報などで周知をお願
いしたい。 

 
令和３年４月に「行政区の区域の再編に
係る取扱基準」を策定し、公民館職員に区
長会等を通じて区長の皆様にお知らせい
ただくようお願いしていますので、ご協
力をお願いします。 
また、市としても広報おおず等を活用し、
住民の皆様にお知らせします。 

（広報おおず 11月号に掲載予定） 
 

 


